
中央教育審議会幼児教育都会と 社会保障審議会児童部会の 合同の検討会議 

「就学双の教育・ 保育を一休として 捉えた一貫した 総合施設について」 

( 審議のまとめのポイント ) 

  
幼児教育の観点と 次世代育成支援の 観点から検討 

0 子どもが心豊かにたくましく 生きる力の育成 

  

0 親や地域の子育て 力 の向上 

0 子育てに喜びを 実感できる社会の 形成 

教育・保育を 一休的に実施するための 新たなサービス 提供の枠組み 

  既存施設からの 転換等を可能にする 柔軟な制度   
基 
本 
的 
機 

0 親の就労事情等に 関わらず，幼児教育，保育の 機会を提供することが 基本 

0 加えて、 子育て家庭への 相談，助言，支援 や 、 親子の交流の 場を提供することが 重要 
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  き 教育， % % 簿蓉鰹 ， ・幼稚園教育要領，保育所保育指針を 踏まえ，モデル 事業も含め、 引き続き検討 

・ 3 ～ 5 歳児の 4 時間の共通時間は、 幼稚園教育に 相当するものと 位置付け 
し   

の子どもがりることを 前提 

・ 0 ～ 2 歳 児 : 保育所と同様に ， 子どもが 8 時間利用することを 前提とした検討 

・食事の提供方法について、 子どもの年齢構成や 地域の実情に 応じた方策を 検討 
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保育士資格，幼稚国教諭免許のいずれかの 資格で従事可能。 ただし、 3 ～ 5 歳児の 
4 時間の教育は 幼稚園教諭免許、 0 ～ 2 歳児の保育は 保育士資格を 中心に検討。 

・安定性・継続性、 費の確保の仕組みを 整えた上で、 可能な限り弾力的なものとなるよう 配慮 

・子どもの視点を 踏まえた自己点検・ 評価や第三者評価，情報提供が 重要 

・幼稚園・保育所の 利用者負担のあ り方の相違を 踏まえつつ、 応益 負担・ 応能 負担等に配慮 

  木 ]m 料 ・，保育 粍ボ鰯 ・，一一 ・ 利 m 料の設定は，各総合施設で 行うことが適当 

      

財政措置等                                                                                               総合施設の意義・ 理念に照らし ，ふさわしい 費用負担の仕組みを 検討 
    

    

・地方公共団体の 実情に応じて、 設置等の認可等を 行う部署を決定   ・小学校を所管する 教育委員会や 保健・福祉関係機関を 所管する部署と 総合施設の連携が 必要 

幼 地域の実情に 応じた取組のための 選択肢の提供   
0  既存の幼稚園・ 保育所の連携等により 対応するか，これを 基盤としっ っ ，さらに総合施設を 

  組み合わせて 対応するかは ，地域の実情に 応じて判断 

所 0  総合施設は，既存の 幼稚園・保育所の 意義・役割を 大切にしながら ，幼稚園・保育所と 相まって ， 
子どもの健やかな 成長を支える 役割を担 ，ぅ もの 



( 資料 1 一 2) 

国ゴ " 
就学双の教育・ 保育を一体として 捉えた一貫した 総合施設について 

( 審議のまとめ ) 

中央教育審議会幼児教育部会と 社会保障審議会児童部会の 合同の検討会議 

平成 1 6 年 1 2 月 2 4 日 

本 検討会議においては ，本年 5 月から「就学双の 教育・保育を 一体として捉え 

た 一貫した総合施設 ( 以下「総合施設」という。 ) 」について検討を 進め， 8 月に 

は ，その基本的な 在り方について 中間まとめを 行ったところであ るが，その後， 

一層の具体化が 必要な点等について 更に検討を進め ，このたび，以下のとおり 審 

議 のまとめを行った。 

1  就学双の教育・ 保育をめぐる 現状と課題 

0  生涯にわたる 人間形成の基礎となる 就学双の教育・ 保育については ，次の 
ような課題が 指摘されている。 

( 子どもを取り 巻く環境の変化と 子どもの育ちの 課題 ) 

・子どもをめぐる 社会的環境の 著しい変化の 中で，近年の 子どもの育ちにつ 

いては，基本的な 生活習慣や態度が 身に付いていない ，運動能力の 低下， 

他者とのかかわりが 苦手， 自制心や規範意識が 十分育っていないなどの 課 
題 が指摘されている。 

( 集団活動や異年齢交流の 機会の不足 ) 
・少子化が進行し ， 子どもの数やきょうだいの 数も減少する 中で，乳幼児の 

成長・発達にとって 大切な，集団の 中で同年齢 児 あ るいは異年齢 児 と共に 
育つ体験を十分に 得ることが困難な 状況となっている。 

( 多様な教育・ 保育ニーズへの 対応 ) 
・パートタイム 労働等の就業形態をはじめとする 生き方 ( ライフスタイル ) 

の多様化などと 相まって保育ニーズも 多様化しており ， こうした多様な 保 
育 ニーズへの対応が 求められている。 他方，幼稚園教育についても ，地域 

によってその 機会が偏在しているとともに ，保護者の就労等の 事情により 
幼稚園における 教育を希望する 者がこれを受けられない 状況も見られる。 

一 l 一 



( 子育てを取り 巻く環境の変化と 家庭や地域の 子育て カ の低下 ) 
・核家族化の 進行や地域関係の 希薄化などによる 家庭や地域の 子育て カ の 低 

下等を背景に ，子育てが孤立化し ，子育てに不安や 負担を感じる 親が増加 
している。 

子育てを取り 巻く環境が変容する 一方で ， 特に幼稚園や 保育所に通ってい 

ない在宅の 3 歳未満の子どもの 子育て支援について ，保護者が子育ての 相 

談 をする場や子どもと 共に交流する 場が不足している 状況があ る。 

( 仕事等と子育ての 両立支援 ) 
・共働き世帯が 半数を超え ， 厳しい社会経済情勢の 中で，仕事やその 他の活 

動 と子育ての両立を 支援するため ，待機児童の 解消を図るための 取組とと 
もに，男性を 含めたすべての 人が，仕事時間と 生活時間のバランスがとれ 

た 生活を送ることができるよう ，働き方の見直しが 求められている。 

( 幼稚園・保育所をめぐる 諸課題 ) 
・現在，各地域において 幼稚園と保育所の 連携が進みつつあ るが，地域の 課 

題や親の幼児教育・ 保育のニーズが 多様化する中で ，地域によっては 既存 
の 制度の枠組みによる 連携だけでは ，必ずしも柔軟に 対応できない 状況が 
指摘されている。 
また，子どもの 発達は連続していることから ，就学双の子どもを 対象とし 
て，幼児教育・ 保育を行う施設と 小学校との連携強化の 必要性が指摘され 
ている。 

2  意義・理念 

0  総合施設の在り 方については ，子どもと親を 取り巻く社会環境が 変化する 
中で ， 子どもの視点に 立ち，生涯学習の 始まりとして 人間形成の基礎を 培う 

幼児教育の観点，そして 社会全体で次代を 担 う 子どもの育ちを 支える次世代 
育成支援の観点から 検討を進めることが 必要であ る。 

すなわち，子どもの 視点に立ち， 「子どもの最善の 利益」を第一に 考え ， 
次代を担 う 子どもが人間として 心豊かにたくましく 生きる力を身に 付け，ま 
た，子どもを 育成する父母や 祖父母その他の 保護者や地域の 子育て カ が高ま 
るよう，地域に 開かれたものとして 地域の様々な 人々の参加も 得つつ，各種 
の支援を行 う ことにより，子育てをする 人が子育てに 喜びを実感できるよう 
な 社会を形成して い くとの基本的認識に 立って検討することが 重要であ る。 
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0  このほか，地域のニーズに 応じて様々な 機能やサービスを 付加することが 

考えられるが ，このような 機能等としては ，例えば， 

・早朝や夜間において 保育を行 う 機能 

・地域の様々な 子育て支援サービスについて ，情報提供を 行 う 機能 

・虐待予防などの 観点から，関係機関と 連携して適切な 支援を行 う 機能 
などが考えられる。 

4  対象者と利用形態 

0  総合施設の利用対象者については ， 3 の基本的機能を 踏まえ，就学双の 子 

どもの育ちを 一貫して支える 観点から 0 歳から就学双の 子どもとその 保護者 

とすることを 基本とする。 この場合，例えば ， 0 ～ 2 歳月 は ついては，親子 

登 園や親子の交流の 場の提供などを 通じた親と子の 利用に供しつつ ，幼児教 

育・保育については ，主として 3 ～ 5 歳児を対象とするなど ，地域の実情や 
ニーズに柔軟に 対応できる多様な 形態も可能とすることが 適当であ る。   

0  利用対象者としては ， 

ア 3 ～ 5 歳月 は ついては， 

・幼稚園と同様に 4 時間程度利用する 子ども 

・保育所と同様に 8 時間程度利用する 子ども 
イ 0 ～ 2 歳児については ， 

・親子 登園 ，親子の交流の 場への参加等の 形態で利用する 子ども 

・保育所と同様に 8 時間程度利用する 子ども 
が 典型的には想定されるが ，もとより週に 数日程度の利用や 一時的な利用な 
どニーズに応じた 多様な利用も 考えられる。 また， 
ウ 親については ， 

・親子 登園 ，親子の交流の 場への参加等の 形態で利用する 親 

・子育て家庭への 相談や助言等の 支援を利用する 親 
が想定される。 

0  利用時間については ，適切な教育・ 保育の内容を 提供する観点を 踏まえつ 
つ，個々の子どもや 親のニーズに 応じて利用できるようにすることが 適当で 

あ る。 具体的には，保護者の 就労の有無・ 形態等にかかわりなく ，すべての 
子どもの育ちを 支える共通の 教育・保育時間に 加え，必要に 応じ，一定時間 

の 保育などを利用できるようにすることが 適当であ る。 この場合，例えば ， 

短時間の利用や ，延長利用などニーズに 応じた多様な 利用形態を可能とする 
ことが考えられる。 
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0  利用形態については ，利用者と施設が 向き合う直接契約が 望ましいと考え 

られるが，例えば ，共働きやひとり 親の家庭であ って保育を必要とする 場合 

など，配慮が 必要な家庭が 排除されないような 何らかの仕組みを 検討すると 

ともに，障害児への 対応についても 配慮することが 適当であ る。 

また，サービスの 利用に際し必要な 情報の提供など ，子育て家庭がサービ 

スを 円滑に利用するための 援助を行 う ことも重要であ る。 

5  教育・保育の 内容 

0  総合施設における 教育・保育の 内容については ，現在の幼稚園教育要領及 

び保育所保育指針を 踏まえ，子どもの 発達段階に応じた 共通の時間・ 内容を 

確保しっ っ， 子どもの視点に 立ち ， 個々の子どもの 状況に応じたきめ 細かな 

対応に特に留意して ，来年度に実施される 試行事業も含め ， 引き続き検討し 
ていくことが 適当であ る。 

0  その際，一貫した 子どもの育ちを 重視しっ っ， 子どもの発達段階上， 0 ～ 

2 歳児の場合は ，大人への依存度が 高く ， 集団による活動よりも 個別の対応 
が 中心となること ， 3 ～ 5 歳児の場合は ，子ども同士の 集団による活動が 中 

心となることに 留意する必要があ る。 

その上で ， 3 ～ 5 歳月 は ついては， 4 時間程度の共通の 教育・保育時間に 

おける活動内容を 幼稚園における 教育に相当するものと 位置付けることが 考 
えられる。 

0  さらに，遊びや 食事も含めた 乳幼児の成長にふさわしい 弾力的な環境づく 
りや小学校教育との 適切な連携といった 様々な観点から 検討を行って い く こ 

とが必要であ る。 

6  職員配置・施設設備 

0  職員配置や施設設備等については ，経営の効率性のみを 重視するのではな 
く ，次代を担う 子どもの健やかな 育ちを中心においた 上で，地域の 実情に応 
じ ，かっ地域の 創意工夫が発揮できるよ う ，柔軟な対応が 可能なものとする 

ことが必要であ り，来年度に 実施される試行事業も 含め ， その適切な在り 方 
ほ ついて引き続き 検討していくことが 適当であ る。 

0  3 ～ 5 歳月 は ついては， 4 時間程度利用する 子どもを典型的な 利用者とす る 幼稚園と異なり ， う した子どもと ， 8 時間程度利用するために 身体的・ 
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精神的な負担が 比較的重い子どもの 双方を典型的な 利用者とすることも 踏ま 

えた検討を行 う ことが適当であ る。 
また， 0 ～ 2 歳児については ， 3 ～ 5 歳児とは異なり ，保育所と同様に 8 

時間程度利用する 子どもが典型的な 利用者と考えられることを 踏まえた検討 
を 行うことが適当であ る。 

0  また，このように 総合施設は，幼稚園と 同様に 4 時間程度利用する 子ども 
のみならず，保育所と 同様に 8 時間程度利用する 子どもの利用も 想定される。 
このため，施設において 食事を提供する 場合について ，各施設が受け 入れて 
いる子どもの 年齢構成や地域の 実情に応じた 適切な対応が 可能となるような 
弾力的な仕組みを 検討することが 必要であ る。 

7  職員資格等 
0  総合施設の職員については ，一定の教育・ 保育の質を確保する 観点から， 
保育士資格及び 幼稚園教諭免許を 併有することが 望ましいが，常に 両資格の 
併有を義務付けるのではなく ，基本的にはいずれかの 資格を有することで 従 

事 可能とすることが 適当であ る。 その上で ， 3 ～ 5 歳児の 4 時間の共通時間 
ほ ついては幼稚園教諭免許を 有する者を ， 0 ～ 2 歳児の保育については 保育 

士資格を有する 者を中心にすべきとの 意見も踏まえっ っ ，総合施設の 理念・ 

意義に照らして ，その在り方を 検討していくことが 適当であ る。 

0  職員の資質及び 専門性を向上させるため 研修は重要であ り，総合施設内外 
における研修の 機会やその内容の 確保・改善を 図っていくことが 重要であ る。 

8  設置主体・管理運営 

0  総合施設の設置主体や 管理運営方式については ，安定性・継続性，質の 確 
保の仕組みを 整えた上で，可能な 限り弾力的なものとなるよ う 配慮すること 
が 適当であ る。 

0  また，教育・ 保育活動，運営状況等について ，子どもの視点を 踏まえなが 

ら ，定期的な自己点検・ 評価や第三者評価などを 行うとともに ，その結果の 
公表など必要な 情報提供を行 う ことなどが重要であ る。 

0  さらに，総合施設と 保護者や地域住民が 相互に協力し 合 い ，地域に開かれ 
た 総合施設としていくことが 重要であ り，保護者や 地域住民の声が 総合施設 
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9  利用料・保育 料 

0  幼稚園及び保育所については ，幼稚園の利用料が 設置者ごと，すなわち 公 

立の場合には 市町村ごと，私立の 場合には幼稚園ごとの 設定となっているの 
口 "" 。 "" 

に 対し，保育所の 保自科 は ，公立・私立を 問わず市町村ごとに 設定すること 

となっているほか ，幼稚園と保育所，公立幼稚園と 私立幼稚園とで 利用者負 
担の水準にも 相当の相違があ るなど，利用者負担の 在り方が異なっている。 

0  総合施設の利用者負担については ，こうした両者の 相違を踏まえっ つ ，施 

設サービスを 利用している 家庭と利用していない 家庭との負担の 公平，利用 

した サービスに応じた 負担，子育て 家庭の負担能力に 応じた負担，地域にお 
ける類似施設との 負担の均衡等に 配慮したものとすることが 適当であ る。 ま 

た ，総合施設の 利用料の設定については ，その利用形態 ( 直接契約 ) を踏ま 
え ，各総合施設で 行 う ことが適当であ る。 

10  財政措置等 
0  総合施設の財源については ，利用者からの 利用料だけでなく ，子育てを 支 

えていく次世代育成支援の 理念に基づき ，社会全体が 負担する仕組みとして 
いくことが必要であ る。 

0  現在の幼稚園及び 保育所の費用負担の 仕組みは，利用者負担のほか ，公立 
0 施設であ る場合にはいずれも 地方自治体の 一般財源で賄 う ことを基本とし 

ているのに対し ，私立の幼稚園の 場合には，その 経常的経費の 一部について 

国庫による補助が ，私立の保育所の 場合には，その 運営に要する 費用の一部 

ほ ついて国庫による 費用負担が行われるなど 費用負担の仕組みが 異なって ぃ 

るが，今後，総合施設の 意義・理念に 照らして，新たな 枠組みにふさわし い 

費用負担の仕組みを 検討していくことが 必要であ る。 

11 地方公共団体における 設置等の認可・ 監督等の体制 

0  幼稚園及び保育所については ，国においても 所管する省庁が 異なるが，地 

方公共団体においても ，幼稚園と保育所で ，また幼稚園の 中でも公立と 私立 
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で ，設置等の認可や 監督，管理運営等に 関して，担当する 部署が異なって い 

る 。 

0  総合施設の設置等の 認可や監督，管理運営等の 体制については ，事務の簡 
素化・効率化が 図られるなど ，行政の縦割りによる 弊害が是正され ，地域の 
実情に応じた 柔軟な対応が 可能となるよさにすべきであ る。 

白ム 0  このため，就学双の 教育・保育を 行 う 総合施設については ，教育委員 下と 

福祉担当部署との 適切な連携に 配慮しつつ，地方公共団体の 実情に応じて ， 

設置等の認可や 監督・管理運営等を 行う部署を決定することができるように 
することが適当であ る。 なお，子どもの 育ちを一貫して ， また，関係機関が 

連携して支える 視点から，小学校を 所管する教育委員会や 保健・福祉関係 機 

関を所管する 部署と幼稚園，保育所，総合施設との 連携が図られるよさに す 

ることが必要であ る。 

12 幼稚園及び保育所との 関係等 
0  総合施設は，多様化する 幼児教育・保育のニーズに 対し ， 例えば少子化が 

急速に進行している 過疎地域など ，地域によっては 幼稚園や保育所といった 
既存の制度の 枠組みだけでは 必ずしも柔軟な 対応が困難な 場合があ ることを 
踏まえ， こうしたニーズに 適切かっ柔軟に 対応することが 可能な新たな サ一 

ビス提供の枠組みを 示そうとするものであ る。 したがって，地域の 幼児教育 
・保育のニーズに 対して，既存の 幼稚園や保育所の 機能の拡充，組合せ・ 連 

携の強化等により 対応するのか ，あ るいはこうした 対応を基盤としっ っ， 更 

に新たな枠組みであ る総合施設を 組み合わせて 対応して い くかは，地域の 実 

情 に応じて判断されるべきものであ る。 

0  また，地域においては ，幼稚園や保育所のほか ，多様な主体による 子育て 
支援事業が提供されていることから ，総合施設においては ， これらの事業と 
適切に連携することが 重要であ る。 

0  このように，総合施設の 制度化は，既存の 幼稚園や保育所及び 各種の子有 
て 支援事業の意義・ 役割を大切にしながら ， これらの既存の 施設・事業と 新 

たな枠組みであ る総合施設がそれぞれ 相まって，乳幼児期の 子どもの健やか 
な 成長を支える 役割を担うことを 意図するものであ るが，子どもの 健やかな 
育成をより一層推進する 観点から，既存施設・ 事業の在り方についても ， そ 
の 改善に向けて 必要に応じ適切な 検討が加えられるべきであ る。 
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